
基礎賦課額分
後 期 高 齢 者
支援金等賦課額分

介護納付金賦課額分

所　得　割 ５．７９％ ２．０６％ ２．０８％

均　等　割 ２３，３７２円 ８，１７５円 ９，７９５円

平　等　割 ２２，３９１円 ７，８３２円 ６，７８０円

特 定 世 帯
平　等　割

１１，１９６円 ３，９１６円

特定継続世帯
平　等　割

１６，７９４円 ５，８７４円

限　度　額 ６５０，０００円 ２００，０００円 １７０，０００円

令和４年度国民健康保険料率等について

資料１
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厚木市国民健康保険の
料率等の算定について

国民健康保険料
賦課額

＝

医
療
給
付
費
分
保
険
料

後
期
支
援
金
等
分
保
険
料

介
護
納
付
金
分
保
険
料

介護納付金分保険料は、
40歳～64歳の被保険者のみ

＋ ＋

保険料の構成（3方式）

①所得割（按分率52%）
前年の総所得金額等に係る保険料

②均等割（按分率30%）
被保険者一人当たりに係る保険料

③平等割（按分率18%）
一世帯当たりに係る保険料

医療給付費、後期支援金等及び介護納付金分それぞれに

おいて次の３つの保険料を合算する。

なお、按分率は条例で定められています。
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保険料賦課総額について

歳出見込額

保険給付費
国民健康保険事業費納付金（医療分）

保健事業費
その他国民健康保険事業に要する費用等

国民健康保険事業費納付金（後期分）

国民健康保険事業費納付金（介護分）

歳入見込額

国民健康保険保険
給付費等交付金

県市補助 等 等

県市補助 等

県市補助 等

＝

＝

＝

①

①

①

国民健康保険料
（医療分）

国民健康保険料
後期高齢者
支援金等分

国民健康保険料
（介護分）

②

②

②

医
療
分

後
期
分

介
護
分

③

③

③

国民健康保険料賦課総額③（保険料で賄うべき総額）

＝歳出見込額① － 保険料を除く歳入見込額②
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料率・額

按分率 賦課総額

所得割 所得割総額 所得割

52% 1,925,817千円 5.79%

× 均等割 ＝ 均等割総額 ÷ → → 均等割

30% 1,111,048千円 23,372円

平等割 平等割総額 平等割

18% 666,629千円 31,439世帯 (3,055世帯) 22,391円

（内特定継続世帯） (557世帯)

所得割 所得割総額 所得割

52% 673,603千円 2.06%

× 均等割 ＝ 均等割総額 ÷ → → 均等割

30% 388,617千円 8,175円

平等割 平等割総額 平等割

18% 233,170千円 31,439世帯 (3,055世帯) 7,832円

（内特定継続世帯） (557世帯)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所得割 所得割総額 所得割

52% 251,153千円 2.08%

× 均等割 ＝ 均等割総額 ÷ → → 均等割

30% 144,896千円 9,795円

平等割 平等割総額 平等割

18% 86,937千円 6,780円

＊医療分と後期分の平等割の料額算出について、分母となる世帯数は、特定世帯数の２分の１及び特定継続世帯の４分の１を差し引いて算出する。

介
護
分

賦課総額（一般＋退職被保険者分）

482,986千円 被保険者総所得金額（賦課標準）

保険料見込額 14,963,468千円

÷予定収納率93.5％ 12,823世帯

被保険者数

＋保険料軽減見込額 14,794人

53,121千円 世帯数

398,471千円

医
療
分

被保険者数

＋保険料軽減見込額 47,538人

148,513千円 世帯数（内特定世帯数）

賦課総額（一般被保険者分）

1,295,390千円 被保険者総所得金額（賦課標準）

保険料見込額 39,376,238千円

÷予定収納率93.5％

後
期
支
援
分

3,038,382千円

1,062,677千円

賦課総額（一般被保険者分）

÷予定収納率93.5％

厚木市国民健康保険の保険料率等算定図（令和４年度）

　
こ
の
計
算
で
算
出
さ
れ
た
保
険
料
率
で
計
算
を
行
う
と

、
賦
課
限
度

（
医
療
　
万
円
・
後
期
　
万
円
・
介
護
　
万
円

）
超
過
額

（
保
険

料
と
し
て
徴
収
で
き
な
い
額

）
が
発
生
す
る
の
で

、
賦
課
総
額
に
不
足
を
生
じ
る
こ
と
に
な
る

。

　
そ
こ
で

、
限
度
超
過
額
が
発
生
し
な
い
よ
う
被
保
険
者
の
総
所
得
金
額

（
按
分
の
基
礎
と
な
る
額

）
を
調
整
し

、
賦
課
総
額
を
確
保
で

き
る
保
険
料
率
を
算
出
す
る

。

3,703,494千円 被保険者総所得金額（賦課標準）

保険料見込額 39,376,238千円

被保険者数

＋保険料軽減見込額 47,538人

424,385千円 世帯数（内特定世帯数）

【保険料として賦課徴収する額】

按分の基礎となる額（試算）

条例に基づく按分率

あん

65

17

20

収納率９３．５%

4 4

Administrator
長方形

Administrator
長方形

Administrator
タイプライターテキスト
あん



99,491円 △ 4.94 % △ 5,171 円 53,100人 △ 4,400 人

102,491円 3.02 % 3,000 円 49,650人 △ 3,450 人

103,491円 0.98 % 1,000 円 47,300人 △ 5,800 人

103,491円 0.00 % 0 円 47,000人 △ 2,650 人

予算時
(予定収納率93.5%)

103,491円 0.00 % 0 円 46,500人 △ 500 人

試算時
(予定収納率93.5%) 102,381円 △ 1.07 % △ 1,110 円 47,538人 1,038 人

158,173円 △ 7.48 % △ 12,795 円 33,400世帯 △ 1,800 世帯

160,374円 1.39 % 2,201 円 31,730世帯 △ 1,670 世帯

158,933円 △ 0.90 % △ 1,441 円 30,800世帯 △ 2,600 世帯

157,925円 △ 0.63 % △ 1,008 円 30,800世帯 △ 930 世帯

予算時
(予定収納率93.5%)

157,781円 △ 0.09 % △ 144 円 30,500世帯 △ 300 世帯

試算時
(予定収納率93.5%) 154,807円 △ 1.88 % △ 2,974 円 31,439世帯 939 世帯

＊数値は、平成30年度から令和４年度の予算時と令和４年度の試算時のものです。

2

2

4

4

30

元

3

＊一人・一世帯当たり保険料は、医療分、後期分及び介護分保険料の合計を
　一般及び退職被保険者数の合計、世帯数の合計で除した数値です。

　　　項目

年度

保険料
対前年比 世帯数

増減率 増減額 対前年増減

30

元

3

一世帯当たりの保険料

国民健康保険料一人当たり・一世帯当たりの年度別比較表

一人当たりの保険料

　　　項目

年度

保険料
対前年比 被保険者数

増減率 増減額 対前年増減

5
5

Administrator
長方形
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保　険　料　率　等　年　度　推　移　表

【医療分】

年度

区分

率 5.57 % 5.72 % 5.92 % 6.14 % 5.79 %

増減 △ 0.35 % 0.15 % 0.20 % 0.22 % △ 0.35 %

額 22,387 円 22,746 円 22,326 円 22,484 円 23,372 円

増減 △ 947 円 359 円 △ 420 円 158 円 888 円

額 22,767 円 22,786 円 22,013 円 21,850 円 22,391 円

増減 △ 1,325 円 19 円 △ 773 円 △ 163 円 541 円

【後期分】
年度

区分

率 1.99 % 2.04 % 2.15 % 2.21 % 2.06 %

増減 △ 0.06 % 0.05 % 0.11 % 0.06 % △ 0.15 %

額 7,901 円 7,977 円 7,890 円 7,887 円 8,175 円

増減 △ 243 円 76 円 △ 87 円 △ 3 円 288 円

額 8,035 円 7,991 円 7,780 円 7,664 円 7,832 円

増減 △ 374 円 △ 44 円 △ 211 円 △ 116 円 168 円

【介護分】

年度

区分

率 1.88 % 2.03 % 2.14 % 2.25 % 2.08 %

増減 0.01 % 0.15 % 0.11 % 0.11 % △ 0.17 %

額 9,313 円 9,686 円 9,351 円 9,208 円 9,795 円

増減 △ 243 円 373 円 △ 335 円 △ 143 円 587 円

額 6,628 円 6,816 円 6,523 円 6,378 円 6,780 円

増減 △ 230 円 188 円 △ 293 円 △ 145 円 402 円

　※国民健康保険法施行令が改正され、令和４年度については、賦課限度額
　　が医療分６５万円、後期分２０万円となっております。

30 元 2 3

所得割

均等割

平等割

賦課限度額 ５８万円 ６１万円 ６３万円 ６３万円

30 元 2 3

所得割

均等割

平等割

賦課限度額 １９万円 １９万円 １９万円 １９万円

30 元 2 3

所得割

均等割

平等割

賦課限度額 １６万円 １６万円 １７万円 １７万円

4

６５万円

4

２０万円

4

１７万円

7 7
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1人当たりの保険料　102,381円 １世帯当たりの保険料　154,807円

　　　　　　（対予算比　△1,110円） 　　　　　　　　（対予算比　△2,974円）

１人 ２人 ３人

３年度 22,500　 34,400　 43,400　

４年度 23,400　 35,800　 45,300　

増　減 900　 1,400　 1,900　

３年度 39,700　 59,500　 74,700　

４年度 41,100　 61,800　 77,500　

増　減 1,400　 2,300　 2,800　

３年度 169,700　 186,300　 210,500　

４年度 166,500　 184,000　 209,300　

増　減 △3,200　 △2,300　 △1,200　

３年度 243,800　 283,400　 313,800　

４年度 236,100　 277,400　 309,000　

増　減 △7,700　 △6,000　 △4,800　

３年度 322,300　 361,900　 392,300　

４年度 309,600　 350,900　 382,500　

増　減 △12,700　 △11,000　 △9,800　

３年度 407,200　 446,800　 477,000　

４年度 388,900　 430,300　 461,900　

増　減 △18,300　 △16,500　 △15,100　

３年度 449,500　 489,100　 519,500　

４年度 428,700　 470,100　 501,500　

増　減 △20,800　 △19,000　 △18,000　

３年度 492,000　 531,500　 561,900　

４年度 468,500　 509,800　 541,400　

増　減 △23,500　 △21,700　 △20,500　

３年度 534,300　 573,900　 604,300　

４年度 508,200　 549,500　 581,100　

増　減 △26,100　 △24,400　 △23,200　

３年度 581,000　 620,500　 650,900　

４年度 551,800　 593,200　 624,700　

増　減 △29,200　 △27,300　 △26,200　

３年度 628,700　 668,300　 698,600　

４年度 596,600　 637,900　 669,500　

増　減 △32,100　 △30,400　 △29,100　

所得階層別年間国民健康保険料の対前年度比較

　　【収入750万円まで】

給与収入
の目安

課税
標準額

年　度
被保険者数

98万円以下 ０円

100万円 ２万円

200万円 89万円

433万円

300万円 159万円

400万円 233万円

500万円 313万円

700万円 477万円

750万円 522万円

550万円 353万円

600万円 393万円

650万円

円 円７割減 ７割減 ７割減

５割減 ５割減 ５割減

２割減 ２割減

７割減

５割減

７割減

５割減

２割減 ２割減

５割減

７割減

注意【表の見方】
＊保険料額は、被保険者１人及び２人の場合、介護第２号被保険者該当（40～64歳）として計算しています。

被保険者が３人の場合は、３人の内２人分のみを、介護第２号被保険者該当（40～64歳）として計算して

います。

＊「課税標準額」は世帯内で所得がある被保険者が１人目のみであることを前提としています。

なお、課税標準額とは、収入から給与所得控除及び基礎控除を引いた金額を言います。
＊軽減賦課（均等割、平等割の減額）を適用しています。

＊事業収入の場合は、収入（売上等）－必要経費－43万円として「課税標準額」に当てはめてください。

8
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令和３年度データヘルス計画実施事業（速報） 令和４年４月 28日現在 

No. 事業名 事業内容 実績 目標 結果 効果 

1 

特定健診受診

勧奨事業 

特定健診の受診率向

上を目的に、医師会等

との連携を図り、特定

健診未受診者に対し

受診勧奨通知及び電

話勧奨等を実施する。 

【周知・啓発】 

 実施内容 件数等 
4 月～ 窓口での国保加入手続きの際に特定健診及び人間

ドック費用助成制度の案内 

 

6/1 広報あつぎに特集記事を掲載  

6 月 医療機関、公民館等に啓発品配付 特定健診周知ティッシュ 

10,000 個 

9 月～ 医療機関へ受診勧奨チラシ配付   75 か所 

10 月～ マイナポータルで特定健診情報が閲覧可能に  

12 月 厚木市 LINE 公式アカウントより受診案内を配信  

1 月 厚木市農業協同組合、厚木市シルバー人材センタ

ー、地域包括支援センター等へ受診勧奨チラシ配付 

計 1,190 枚 

【キャンペーン等】 

 実施内容 件数等 
11/6～11/11 依知北地区公民館まつり 啓発物品 500 部 

7/1 特定・長寿健診について自治会回覧(7 月 1 日号) 8,000 枚 

【受診勧奨】 

・勧奨ハガキ送付（受診歴等からセグメント分け） ・未診療・未受診者電話勧奨 

送付日 内訳 送付数 
①7/7 7 パターン 20,000 通 

②10/27 1 パターン 16,200 通 

総数 36,200 通 
 

受診勧奨通知

者の受診率 

50% 

受診勧奨通知 

者の受診率 

34.9% 

受診率 

32.2% 

2 

特定保健指導 

利用勧奨事業 

特定保健指導の利用

率・実施率向上を目的

として、特定保健指導

についての周知や未

利用者に対する通知・

電話等による利用勧

奨を実施する。また、

申し込み方法や支援

方法の多様化を図り、

対象者が利用しやす

い環境づくりに努め

る。 

【周知・啓発】 

・特定健診と併せて医療機関へチラシ配布 

【利用勧奨】 

・未利用者への利用勧奨通知 776 件、電話 1,263 件 

【保健指導の工夫】 

・厚木医師会と契約を締結し、特定健診等実施医療機関での特定保健指導実施開始 

・面接方法が対面とオンラインから選択可能 

・医療機関及び民間業者への委託と併せて市職員による直営での保健指導も実施 

メタボリック

シンドローム

該当者減少率 

20% 

前年度利用者

のうち非該当

者の割合 30% 

  

送付日 内訳 送付数 
7 月～ 40 歳到達 371 件 

国保新規加入者 1,308 件 

令和元年度健診を受けていたが

令和 2年うけていなかった人 
2,066 件 

総数 3,745 件 

 

資料２ 

1 



No. 事業名 事業内容 実績 目標 結果 効果 

3 

糖尿病性腎症
重症化予防事
業 

糖尿病の重症化予防を目的に、厚木
医師会加入の医療機関から対象者を
特定し、専門職により個人に対し、6
か月間の面談指導と電話指導を実施
する。指導内容は、食事指導・運動指
導・服薬管理等。 

・31 医療機関の内、15医療機関に通院中の患者 19人に実施 
【指導内容】生活習慣病面談指導２回、電話・手紙支援６回 
・2 年目フォロー22 人、3 年目フォロー28 人、4 年目フォロ
ー4人、5年目フォロー1人、6年目フォロー7人 

指導完了者の検
査値維持改善率
50% 

指導完了者の
検査値改善率 
HbA1c 69.2% 
eGFR 50.0% 

HbA1c：13 人中 9人
が改善 
eGFR：8人中 4人が
改善 
※中途辞退者及び指導前後
の検査値が不明の者を除く。 

4 

生活習慣病治
療中断者受診
勧奨事業 

生活習慣病治療中断者の減少を目的
に、かつて生活習慣病の治療を受けて
いたにもかかわらず、一定期間、医療
機関の受診が確認できず、治療を中断
している可能性のある対象者を特定
し、通知等により受診勧奨を行う。 

・治療中断者への受診勧奨（対象者 182 人） 
勧奨方法 件数 備考 

通知（8/5） 182 件 効果測定時 171 人 

電話（9月～） 180 件 電話勧奨：60 件、不通等 120 件、

資格喪失等：11 件 
 

対象者の医療機
関受診率 53% 
前年度対象者の
うち、非該当者
割合 30% 

対象者の医療
機 関 受 診 率
57.9% 

対象者 
171 人中 99 人受診
（57.9%） 

5 

健診異常値放
置者受診勧奨
事業 

特定健診の受診後、その結果に異常
値があるにもかかわらず、医療機関
での受診をせず放置している方の減
少を目的に、医療機関の受診が確認
できない対象者を特定し、通知等に
より受診勧奨を行う。 

・異常値放置者への受診勧奨（対象者 716 人） 
勧奨方法 件数 備考 

通知（8/30） 718 件 効果測定時 708 人 

電話（10 月～） 718 件 電話勧奨：344 件、不通等 374 件 
 

対象者の医療機
関受診率 18% 
前年度対象者の
うち、非該当者
割合 30% 

対象者の医療
機 関 受 診 率
16.7% 

対象者 
708 人中 118 人受診
（16.7%） 

6 

ヘルスアップ
事業 

生活習慣病の発症予防を目的に、自
己の健康管理を見直す機会を提供す
るための健康教室を開催する。 

(1) ヘルスアップ事業講演会 
3/5 加藤英明先生講演会：165 組 
3/16 原晋監督講演会：298 組 

(2) 健康支援プログラム 
10/14「からだをつくる「健康長寿の秘訣！」：17人 
10/22「脳トレリズム体操」：20人 
10/26「みんなでダイヤビック」：18人 

健康意識が改善
した受講者 88% 
受講者の生活習
慣病等の認知率 
80% 

受講者の健康
意識改善した
87.6% 

参加者アンケート
結果からの意識改
善率 
(1) 回答 153 件中
140 件改善（91.5%） 
(2) 65人中51人改善
（78.5%） 

7 

ロコモティブ
シンドローム
予防事業 

ロコモティブシンドロームの発症予
防を目的に、自己の健康管理を見直
すための機会を提供するため、運動
教室等を開催する。また、ロコモティ
ブシンドロームを周知することで、
認知率を向上し、発症の予防を促す。 

・ロコモ測定会 

実施日 参加者数 
7/28 28 人 
10/25 11 人 
10/27 18 人 
11/22 13 人 

 

健康意識が改善
した人の割合 
88% 
 

健康意識が改
善した受講者
87.1% 
 

参加者アンケート
結果からの意識改
善率 
70 人中 61 人改善 
（87.1%） 

8 

受診行動適正
化事業（重複服
薬） 

重複服薬者の減少を目的にレセプト
データから、医療機関への不適切な
受診が確認できる対象者を特定し、
適正な医療機関へのかかり方につい
て通知を行う。 

・対象者に対し、通知を送付。 

 通知 件数 
（1）対象者（向精神薬除く）8人 10/19 8 件 

（2）向精神薬対象者 18人 年 12 回 60 件 
 

指導完了者の受
診行動適正化 
60% 
前年度対象者の
うち、非該当者
割合 15% 

指導完了者の
受診行動適正
化 85.7% 
前年度対象者
のうち、非該当
者割合 63.2% 

(1)指導完了者 7 人
中 6 人行動変容有
（85.7%） 
(2)前年度対象者 19
人のうち、非該当者
12人（63.2%） 

9 

ジェネリック

医薬品差額通

知事業 

ジェネリック医薬品の普及率向上を

目的に、ジェネリック医薬品への切

り替えによる薬剤費軽減額が 100 円

以上の対象者を特定し、対象者に通

知書を送付する。また、ジェネリック

医薬品希望カードの配布を実施す

る。 

・被保険者証の更新時等にカードを同封 

・100 円以上の差額発生者にジェネリック差額通知を送付 

対象者のジェネ

リック医薬品普

及率(数量ベー

ス) 80% 

対象者のジェ

ネリック医薬

品普及率(数

量ベース) 

74.6% 

ジェネリック医薬

品普及率（数量ベー

ス） 

R3.12 月普及率 

74.95% 

 

送付日 件数 

1 回目（6/30） 2,851 件 

2 回目（7/30） 1,424 件 

3 回目（8/30） 815 件 

4 回目（9/30） 335 件 

5 回目（10/29） 321 件 

2 


